（様式2-1Ａ）
応募申込書（単独法人用）
2024年　　月　　日
神戸市長　宛

「市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業　事業者募集要項」に記載の内容を承諾の上、以下のとおり、必要な書類を添えて応募します。
	法人名
	

	所在地
	〒


	代表者
役職・氏名
	
	実印




	事業実施計画書
	別紙のとおり（□正本１部、□副本9部）


連絡先　（上記と同様の部分は記入不要です）
	所在地
	〒


	部署名
	


	担当者
役職・氏名
	


	担当者
連絡先
	TEL：
E-mail：










（様式2-１Ｂ）
　枚目/　枚中
応募申込書（法人グループ用）

2024年　　月　　日
神戸市長　宛

「市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業　事業者募集要項」に記載の内容を承諾の上、以下のとおり、必要な書類を添えて応募します。

	法人グループ名
	

	代表
法人
	法人名
	

	
	所在地
	〒


	
	代表者
役職・氏名
	
	実印

	構成法人数
	全　　　法人　（別紙「構成法人一覧」のとおり）




	事業実施計画書
	別紙のとおり（□正本１部、□副本９部）


連絡先　（上記と同様の部分は記入不要です）
	所在地
	〒


	部署名
	


	担当者
役職・氏名
	


	担当者
連絡先
	TEL：
E-mail：




（様式2-１B）別紙
　枚目/　枚中
構成法人一覧
	代表法人
	法人名
	

	
	所在地
	


	
	代表者
	
	実印

	構成法人 
	法人名
	

	
	所在地
	


	
	代表者
	
	実印

	構成法人 
	法人名
	

	
	所在地
	


	
	代表者
	
	実印

	構成法人 
	法人名
	

	
	所在地
	


	
	代表者
	
	実印

	構成法人 
	法人名
	

	
	所在地
	


	
	代表者
	
	実印


※記入欄が不足する場合は、必要に応じて行・枚数を追加してください。



（様式2-2）
委任状（法人グループ用）

2024年　　月　　日
神戸市長　宛

「市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業　事業者募集要項」に基づき、応募申込書類を共同で提出するにあたり、以下のとおり代表法人に委任します。

受任者（代表法人）
	グループ名
	

	法人名
	

	所在地
	〒


	代表者
役職・氏名
	
	実印



	１．応募申込書類の提出に関する件
２．応募申込書類に対する神戸市からの補正要求への対応に関する件 
３．復代理人の選任及び解任に関する件
４．優先交渉権者となった場合の覚書の締結に関する件
５．その他神戸市からの連絡窓口としての業務


委任事項

	法人名
	

	所在地
	〒


	代表者
役職・氏名
	
	実印


委任者
※代表法人を除く全ての構成法人について、各１枚作成してください。


（様式2-3）
　　2024年　月　日

委任状兼印鑑届
（本店代表者から支店等代表者への委任）

神戸市長　宛

委任者
	法人名
（商号または名称）
	



	所在地
	〒



	代表者
役職・氏名
	


	実印



　私は、以下の者を代理人と定め、「市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業」に係る以下の権限を委任します。

受任者
	法人・支店名等
（商号または名称）
	



	所在地
	〒



	支店等代表者
役職・氏名
	
[bookmark: _GoBack]

	印

	委任事項
	
「市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業」に係る応募申込に関する一切の権限



備考
・受任者となる支店等代表者について、【様式】2-5役員名簿一覧に加えてください。
・支店等代表者の印は、支店長等の法人印としてください（ゴム印不可）。
（様式2-4）
誓約書兼承諾書
2024年　月　日
神戸市長　宛

当社は、市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業　事業者募集要項（以下「募集要項」という。）に記載の内容を承諾の上、申込みにあたって以下の事項を誓約、承諾します。
　
１．暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員若しくは役員又は実質的に経営に関与する者が暴力団員である法人等，その他暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者（神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱（平成22年５月26日市長決定）第５条に該当する者）ではないこと。
２．国税（法人税又は所得税及び消費税をいう。）及び地方税について未納の税額でないこと。
３．募集要項の『Ⅳ２．応募申込資格』の要件を全て満たすこと。

　上記１、２の要件を確認するために以下のことを承諾します。 
４．上記１の事項を確認するため、警察等関係機関への照会にあたり、別紙「様式2-5 役員名簿一覧」記載の個人情報が警察等関係機関に提供される場合があること。
５．上記２の事項を確認するため、すべての神戸市税の納付状況及び申告状況を、神戸市が調査し、その調査結果を「市有地を活用した共同生活援助事業所整備事業　事業者募集」の応募申込資格の確認に利用すること。
６．上記１~３の誓約及び４、５の承諾の有効期間は、一般定期借地権設定契約の締結までとすること。
７．上記１～３が事実と相違する場合、本公募に応募申込できないと認定されても異議のないこと、又は応募申込受付後に事実の相違が発覚した場合、応募申込を無効とされても異議のないこと。
	法人名
	

	所在地
	〒


	代表者
役職・氏名
	
	実印


※印鑑証明書と同一の実印を押印してください。
※代表法人を含む全ての構成法人について提出が必要です。



